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デジタルアセットを活用した地方創生等に係る支援案件の募集要項 

令和 5 年 7 月 12 日 

一般社団法人日本暗号資産ビジネス協会(JCBA) 

ユースケース部会 

 

１．募集の目的 

「デジタル」は、地方がこれまで負ってきた様々なハンデを乗り越える有効な武器ですが、

要となる「金融」領域のデジタル化には、デジタル技術に加えて複雑な法規制を遵守するた

めの専門的な知見も必要になります。 

このように専門性が求められる金融領域の中でも、「デジタルアセット」*¹や「DAO」（分

散型自律組織）を含む 「Web3.0」は、既存の金融サービスではカバーできない「応援や共

感に基づく投資」といった金融機能の提供やコミュニティの組織化が可能であり地方創生

と親和性が高い一方、活用に必要な高度な専門性を持つ人材が非常に限定的で、かつ、様々

な事業体に分散しているという課題があります。 

一般社団法人日本暗号資産ビジネス協会（以下、JCBA）は、「Web3.0」に係る専門家が

数多く会員となっている国内屈指の業界団体であり、「Web3.0」の社会的有用性を示すため、

地方創生等の社会的課題の解決に向けて「Web3.0」に係る専門的知見を必要とする案件を

募集し、JCBA の専門性を活用した支援活動を行います。 

 

*1 主としてパブリック型ブロックチェーンを基盤とする暗号資産、デジタル通貨、デジタル証券及び

NFT 等を総称 

 

２．募集要項 

（１）募集実施の主体 

一般社団法人日本暗号資産ビジネス協会（JCBA） 

 

（２）募集案件 

デジタルアセット（暗号資産、デジタル通貨、デジタル証券、NFT 等の総称）や

DAO（分散型自律組織）（以下総称して「Web3.0」という。）を活用して地方創生

等の社会的課題の解決を図るプロジェクト等 

 

（３）募集対象 

地方自治体、公共団体、NPO 等、地域企業 
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（４）支援の様態例 

Web3.0 の活用に係る以下のような支援 

 a．活用スキーム・プロジェクトの検討/策定 

 b．法規制に関する助言の提供 

 c．システム等に係る技術的な助言の提供 

 d．法規制遵守態勢の構築 

 e．システム等の構築の支援 

 

（５）想定する依頼者及び案件例 

例①：デジタルアセットによる財源調達を検討する地方公共団体に対するデジタル

アセット発行の支援 

例②：デジタル証券及びデジタル地域通貨並びに DAO を活用した地方商工会議所

や地方金融機関による地方活性化プロジェクトの支援 

例③：地方自治体のスマートシティ構想等の Web3.0 活用を含むプロジェクトに係

る公募へ応札する企業との共同提案 

例④：地方公共団体との Web3.0 に係る専門的助言の提供に係る MOU の締結 

 

（６）支援の体制： 

支援内容に応じて、JCBA 及び会員（以下「JCBA 会員等」という）から構成され

るプロジェクトチーム（以下、「PT」という）を組成するとともに、必要に応じて、

JCBA 会員等が有するネットワーク等を通じた外部専門家も招聘します。 

 

（７）募集の期間 

令和５年 7 月 12 日（水）～令和 5 年 9 月 15 日（金）１７時（必着） 

 

（８）募集及び相談の流れ 

支援に係るご相談は、事務局までご連絡ください。また、支援の申し込みについて

は、募集要項に従って事務局までご提出ください。 

支援の申し込み後は、支援内容に応じて、JCBA 会員等への取次ぎや、JCBA 会員

等から構成される PT を組成し、支援の提供を行います。 
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（９）提出書類 

応募に際しては、別紙の申込用紙に記入の上、次の提出先までご提出ください。 

 

（１０）問合せ・申し込み先 

提出書類を次の提出先に、電子メールにてご提出ください。 

《提出先》 

一般社団法人日本暗号資産ビジネス協会 事務局 

E-mail：info@cryptocurrency-association.org 

 

《問合せ・相談窓口》 

一般社団法人日本暗号資産ビジネス協会 事務局 

E-mail：info@cryptocurrency-association.org 

 

３．一般社団法人日本暗号資産ビジネス協会について 

企業名 ：一般社団法人 日本暗号資産ビジネス協会 

 （Japan Cryptoasset Business Association）略称 JCBA 

所在地 ：東京都千代田区鍛冶町 1 丁目 10 番 6 号 BIZ SMART 神田 901 号室 

代表者 ：会長 廣末 紀之 URL：https://cryptocurrency-association.org 

設立  ：2016 年 3 月 

事業内容： 

暗号資産、ブロックチェーン上のデジタル資産、Web3 に関連するビジネスの知見の共有、

会員の意見集約、業界課題の解決に向けての論点整理や提言を通したビジネス環境整備・促

進、普及啓発活動に取り組んでいます。 

mailto:info@cryptocurrency-association.org
mailto:info@cryptocurrency-association.org
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 ・分科会：現在 12 部会 税制検討、ICO・IEO、ユースケース、金融、NFT、ステーブ

ルコイン、DeFi、セキュリティ・ システム等 

 ・定期勉強会 ：法規制、税務会計、技術、ビジネス面に関するテーマで毎月開催 

 ・提言、要望 ：業界課題の論点整理、政党や監督官庁への提言・要望 

 ・外部講演活動：講演等による普及啓発、司法当局や消費者センター等への講演及び協力

など 

 

■会員企業について 

正会員：29 社 準会員：87 社 特別会員：4 社 団体会員：10 社 計 130 社（2023 年 7

月時点） 

暗号資産、NFT、ステーブルコインなどのブロックチェーン上のデジタル資産に係わる事

業者によって構成。Web3 関連事業者、暗号資産交換業者、システム・セキュリティ関連事

業者、法律事務所、会計監査法人、税理士事務所、研究・教育機関など 

会員一覧：https://cryptocurrency-association.org/member/ 

 

以上 

https://cryptocurrency-association.org/member/

